
1. 研究の背景・目的
地方の中山間地域では、都市部に比べて管理されない

空き家の割合が高く、空き巣や放火などの防犯や防災面、

周辺地域の景観の悪化、一旦管理されずに放置されると

急速に損傷が進み再び住居として活用するハードルが高

くなる等の問題が指摘されている。こうした問題を抱え

る地方では、不動産業者の仲介による空き家の流通が見

込みにくいため、各地方公共団体が所有者から空き家の

登録を募り、空き家の利用を希望する人に物件情報を提

供する形で空き家バンクが運用されてきた。2018 年 4
月より「全国版空き家・空き地バンク」の本格運用が開

始され、移住定住の促進による地域の活性化が期待され

ている。

一般に空き家バンクは、所有者から提供があった空き

家物件情報を集約・提供する。掲載物件への問い合わせ

があると登録業者（宅建業者）に引き継がれる。しかし、

中山間地域では、「人様にお貸しできる物件ではない（改

修して賃貸しないと失礼）」「空き家を知らない人に貸し

て地域に迷惑をかけたくない」「仮に移住がうまくいって

も地域に溶け込み地域の担い手につながるとは限らな

い」など地域住民に与える影響が懸念されるため、物理

的に空き家であっても所有者が積極的に空き家バンクに

登録されない実態がある。また、中山間地域の物件は、

複雑な利権関係など手続きが煩雑である割に仲介手数料

等が安価であるため、登録業者（宅建業者）の積極的な

介入も期待しにくい。このような課題に対して、空き家

バンクの運営では、地域の理解と協力、DIY物件として
の貸し出しの可否、負担する改修費に応じた家賃の交渉、

登録業者の負担を軽減策等が求められている。

本稿で取り上げる福岡県那珂川市の南畑移住促進事業

は、空き家利活用のノウハウを有する不動産業者が移住

促進事業を受託し、移住促進交流センターSUMITSUKE
那珂川の指定管理者と協働し、空き家を活用した子育て

世代の移住促進を行っている。人口 1,800人ほどの南畑

地区に 2 年半の間に 13 組の移住者を受け入れた実績を

持つ注１）。本研究では、南畑地区の移住プロセスの実態を

示すとともに、移住プロセスにおける各事業者の役割を

明らかにすることを目的とする。
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1-2.既往研究 
中山間部での空き家に関する既往研究は、遊佐・後藤

らが山梨県早川町を事例とした空き家の管理及び空き家

の管理の担い手に関する研究１）、中野・小松らによる空

き家を活用した移住受け入れ体制に関する研究２）３）４）、

和氣・氏原らによる市場流通化を拒む課題の把握とそれ

ら課題に応じた効果的な空き家対策の検証など空き家の

市場流通性に関する研究５）がある。中山・大谷らは、全

国の自治体を対象にしたアンケート調査から空き家バン

クの利用と運営の実態を報告し、制度の認知度の低さ、

登録物件数の少なさと物件の老朽化、所有者と入居希望

者のニーズの違いなどその課題を指摘している６）。 
本研究では、移住を検討し始めてから入居までの各プ

ロセスにおいて、仲介者である移住促進事業体がどのよ

うに関わったのかを具体的に示し、そこから今後の中山

間地域における空き家活用のあり方を模索する。 
1-3. 研究対象と調査手法 
調査では、移住促進事業の取り組み体制、空き家バン

クの運営、空き家情報の収集から流通までのプロセス、

移住者と空き家のマッチングプロセスを把握するため、

移住促進事業受託業者である福岡R不動産（以下、福岡
R不動産）と、移住交流促進センターの指定管理者であ
る株式会社ぼうぶら会議（以下、ぼうぶら会議）にヒア

リングを行った。次に、移住促進事業を通して那珂川市

南畑地区（南面里、不入道、埋金、市の瀬、成竹、寺倉）

に移住した 6世帯に対して、移住前の居住環境、移住検
討から移住までの経緯、空き家の改修内容、移住後の生

活環境についてのヒアリングを、2018年 10月から 2019
年 1月に実施した注２）。 
 
2. 那珂川市南畑地区の移住促進事業について 
2-1. 南畑地区における移住促進事業立ち上げの背景 
福岡県の中西部、福岡市南区に隣接して位置する那珂

川市は2015年に人口が5万人を突破し2018年10月10
日に単独市制を施行した（図１）。しかし那珂川市であっ

ても人口が増加しているのは北部の博多南駅周辺の地域

に限定されており、南部の中山間部の過疎化が課題とな

っている。本研究対象地の南畑地区では、地域唯一の小

学校である南畑小学校の児童数が 100人を切り、廃校に
なる可能性が出てきたことに地域住民が危機感を持ち、

南畑地区の 6名の区長を中心に南畑地域活性化協議会を

立ち上げた（表１）。 
2-2. 南畑地域活性化協議会の事業内容 
①. 南畑の情報発信事業（2014~）：2014 年に地域コン
セプトブック『南畑の本 1, 2』を作成し、南畑地域での
子育て、南畑らしい風景や地域行事、移住者の体験談な

ど南畑地域の情報発信を行った。また、以前から南畑地

区には多くの造形作家が移住し工房を開設していること

に着眼し、南畑地区の工房をめぐるイベント「南畑美術

散歩」を企画した。2014年に第１回南畑美術散歩イベン
トを開催し、市内外から 2,000 人以上の来場者が訪れ、
協力を得られた 13工房を周遊した。2018年までに 5回
開催され、多くの来場者に南畑地区を知ってもらう機会

となった。 
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②南畑移住促進事業の立ち上げ（2015〜）：南畑地域で
は、子育て世帯の人口減少が著しく、地区唯一の小学校

の存続も危ぶまれていた。こうした中、町は南畑移住促

進事業を立ち上げ、2015 年から福岡 R 不動産に委託し
た。福岡 R 不動産は、移住専用ホームページ

「SUMITSUKE」を立ち上げ、空き家物件の情報発信、
具体的な空き家の活用イメージ提案、移住希望者向けの

イベント開催など、移住後の南畑での生活をイメージし

やすい形で情報発信を行う。 
③移住促進交流センター「SUMITSUKE那珂川」の開設
（2017〜）：2017年、webサイトを閲覧した移住希望者
からの問い合わせの窓口として、市ノ瀬地区にある中ノ

島公園内に移住促進交流センター「SUMITSUKE 那珂
川」（以下、センター）をオープンした注３）。施設の指定

管理業務は、南畑地区の 6名の区長と、これまで移住事
業に関わっていた地域おこし協力隊OGが中心になり設
立した南畑ぼうぶら会議に委託した。センターにはスタ

ッフが常駐し移住相談対応を行う。センター開設により、

これまで役場で対応していた移住促進事業と空き家バン

クの窓口が一本化された（図２）。 
 
3. 移住プロセスの実態と事業者の役割 
3-1. 時系列にみる移住プロセス 
図３は、移住者がHPを閲覧し、移住の意向に関する
アンケートを回答した時点から、センターを訪問、契約、

入居までを時系列にまとめたものである。事例①〜④は

賃貸事例、事例⑤⑥は売買事例である。 
①移住を決意したタイミング：事例①は遠方からの移住

のため、入居までの日程が比較的短い。事例②では、移

住希望者を対象とした山登りイベントに参加し、山登り

後にあった地域住民との交流会を通して、この地区に移

住することを決めた。事例③④は、物件を気に入り１度

の訪問で移住を決意している。事例③では、改修費用を

確保するため、倉庫物件の一部を間貸しすることを、オ

ーナーに了承を得た上で契約に至った。事例④では、複

数の入居希望者がいたため、区長とぼうぶら会議スタッ

フ、福岡R不動産による話し合いで決めた。売買物件で
ある事例⑤では当初、田舎特有の人間関係の煩わしさな

どに不安があったが、地区長やぼうぶら会議のスタッフ

と地域を複数回訪問し不安が解消されため決断した。 

②入居前の改修と入居後の改修： DIYで改修している
事例（事例①〜④）では、入居前に数ヶ月通い放置され

たオーナーの荷物の撤去、躯体や水回り、床の張り替え

など最低限の改修を行い、入居後も塗装など室内の改修

を継続的に行っていることがわかった。 
3-2. 改修内容と改修の必要度に応じた家賃設定 
図４は、賃貸物件での改修箇所を間取りと写真で示し

たものである。事例①と②は 10 年以上、事例④は約３
年空き家だったこともあり、入居者自身が大規模な改修

を行った。事例③は事務所兼倉庫として使われた物件だ

ったため、入居前に水回りなど住むために必要な改修を

行った。いずれも大規模な改修が必要であり、その改修

費用を借主が負担するため、１〜３万円/月と住みながら
改修しやすい家賃設定としている。また、改修後すぐに

退去を要請されることがないよう５〜１０年の定期借家

契約とした。 
3-3. 移住プロセスにおける事業者の役割 
各移住プロセスにおける事業者の役割を記述する。 
①空き家情報の集約・発信：センターにはスタッフが常

駐している。しかし、南畑地区でも「空き家を知らない

人に貸して地域に迷惑をかけたくない」「人様にお貸しで

きる物件ではない」などの理由から、「こんな物件でも使

えるのか？」「あそこが空き家になっているらしい」など

の情報は、まず地区長らに相談があり、そこからセンタ

ーに届く。その後、行政・福岡R不動産・ぼうぶら会議
の３者による月一定例会議で情報共有され、福岡R不動
産が地区長と一緒に所有者を訪れ、空き家活用の意向に

ついてヒアリングを行う。所有者の多くは、空き物件が

空き家のままで困ってはいない。しかし、本事業が行政

の取り組みであるため市の手助けになるなら協力したい

という気持ちが、活用の後押しになることもある。事例

③は、元資材倉庫だったため所有者は活用するつもりは

なかったが、地区長と福岡R不動産とのやりとりの中で、
若者の中にはこうした倉庫物件を住まいとしたい層がい

ることを知り、空き家バンクに登録された事例である。

また、集まった空き家情報の中には、所有者が遠方に居

住していたり、敷地の境界が未確定の物件だったり、相

続者が複数いるため賃貸や売買に出せないなど、市場に

流通していない課題を抱えている物件も少なくない。こ

れらの課題には、福岡R不動産が対応する。 
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②移住相談・物件の問い合わせ・移住希望者との面談 
ぼうぶら会議がセンターにて対応する。移住希望者や物

件の問い合わせには、まずは、アンケートの回答をお願

いする。アンケートは全て記述式で、移住検討の動機・

理由、南畑地区を候補に選んだ理由、家族構成、移住に

際して重視する点、移住後の仕事、移住後の暮らし、近

所づきあいや地域行事への関与など、移住後の暮らしを

どの程度真剣に考えているのか把握するための項目から

構成されている。最初の面談では、移住促進事業では、

若い世代や子育て世代、地域の担い手になってくれる方

の移住を優先していることを伝える。 
③物件の現地案内：物件が位置する地区の地区長、ぼう

ぶら会議のスタッフ、福岡R不動産の３者で、物件候補
を案内する。実際に現地で物件を見ながら、必要な改修

箇所の確認や改修費用の可能負担額など、移住希望者の

ニーズを伺いながら行う。また、物件の内見は、地区長
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や周辺居住者との顔わせの役割もある。事例④の物件で

は複数の入居希望者がいた。三者で話し合い、内見時に

カフェを開きたいなど、移住後の南畑地区での生活が具

体的であった現在の入居者に決めた。 
④地域行事やワークショップの紹介：移住者が参加でき

るイベントには、地区が主催する地域の運動会、おこも

り（地域の宴会）、地域清掃などの地域行事と、福岡 R
不動産が移住者向けに企画する山登りや改修ワークショ

ップなどの移住交流イベントがある。イベントへの参加

を通して、移住後の生活や地域行事のイメージを実感し

てもらう。不安を抱えたまま移住すれば、移住後に地域

住民とのトラブルにつながり兼ねないので、③と④のプ

ロセスで複数回南畑地区を来訪するなど時間をかけて検

討できる方を積極的に受け入れている。事例②や事例⑤

では、イベント参加で地域住民とのやりとりが移住のき

っかけとなった。 
⑤契約条件の交渉・契約：大規模改修の許可、ペットの

飼育の許可等を交渉する。改修工事費用を借主が負担す

る場合は、家賃を減額するなど必要な改修度合いに応じ

た柔軟な家賃設定を、福岡R不動産が窓口となり調整し
ている。賃貸借契約等については、所有者が付き合いの

ある不動者業者や物件を扱う不動産会社に引き継ぐのが、

空き家バンクの本来の姿であるが、現状は福岡R不動産
がお願いされることが多い。家賃が 1~2万/月であるため、
仲介手数料もほぼ見込めないため、一般の宅建業者が積

極的に介入してこなかったが、近年、移住地として認知

され始め、移住促進事業を介さない一般的な不動産手続

きで移住する世帯も増えてきた。 
⑥入居・アフターフォーロー：入居後、地域交流のサポ

ートとして、地域行事の案内や、その他住民との交流機

会の提供、トラブル相談を行う。 

 
4. まとめ 
本研究では、南畑移住促進事業の事業者へのヒアリン

グ調査より、移住促進事業による移住者の実態と移住プ

ロセスおける各事業者の役割を把握した。南畑移住促進

事業では、地域との接点や信頼は厚いが、空き家活用に

関する知識や経験が足りないぼうぶら会議と、空き家活

用の実績はあるが、地域の接点や地域からの信頼がまだ

築けていない福岡R不動産の両者がお互いを補完する形

で連携し、地域住民から空き家・空き地情報の集約、情

報発信、移住者の対応をワンストップで行われている実

態を明らかにした。将来的に、ぼうぶら会議（移住交流

促進センター）が、空き家バンクの運用も含めて移住促

進事業を担えるようになることを見据え、福岡R不動産
は、ノウハウの移転を意識的に取り組んでいる。冒頭指

摘した中山間部が抱える空き家活用や移住促進の課題に

対しては、まずは周辺地域との信頼関係が重要であり、

その上で、改修提案や必要な改修度合いに応じて柔軟に

家賃設定を行うなど、異なる 2つのノウハウが求められ
ることを把握した。 
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注 
注１）那珂川市南畑地区の移住促進事業の目的は、地区内唯一の小学校を維

持することにある。令和２年３月に策定された市の総合戦略において

令和２~６年の５ヶ年で１５世帯の移住を目標に掲げている。この数値
を、小学校を維持するために必要な移住世帯数の指標とし、平成２７

年から平成３０年の移住者世帯数１３世帯を評価した。 
注２）調査時点での空き家バンクには２０件の空き家・空き地が登録されて

おり、そのうち１３件で既に移住を完了していた。調査では、既に移

住を完了した１３件宛に、調査協力依頼を行い、快諾を得た６事例に

ついて詳細な調査を実施した。 
注３）物件を探している移住希望者にとって問い合わせ先が分かりやすいよ

うに、移住促進事業（福岡R不動産）が運営する移住専用ホームページ
と、株式会社ぼうぶら会議が管理する移住交流促進センターは、意図

的に「SUMITSUKE那珂川」と同じ名称が付けられた。 
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